
対前年同月
増減率

5,992 3.2

2,010 23.2

2,094 ▲ 18.6

1,105 ▲ 4.4

－ －

125,185 ▲ 0.3

基本 受給者実人員 945 ▲ 7.4

給付 支給金額 23,652,571 ▲ 4.6

再就職 受給者実人員 － －

給付 支給金額 － －

育児 基本 受給者実人員 566 ▲ 2.7

休業 給付 支給金額 71,098,127 ▲ 6.0

受給者数 1 ▲ 50.0

支給金額 92,828 ▲ 84.1

367 ▲ 2.4

212 ▲ 27.6

1,112 ▲ 19.2

134,104,629 ▲ 23.0

受給者数 43 ▲ 32.8

支給金額 9,510,600 ▲ 28.5

受給者数 35 6.1

支給金額 865,880 ▲ 13.2

受給者数 － ▲ 100.0

支給金額 － ▲ 100.0

受給者数 75 ▲ 59.0

支給金額 25,958,283 ▲ 58.5

受給者数 40 ▲ 20.0

支給金額 8,551,876 ▲ 11.3

受給者実人員 2 ▲ 60.0

支給金額 122,055 ▲ 43.9

※雇用調整助成金（休業）には中小企業緊急雇用安定助成金（休業）が含まれる。
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平成28年12月 平成28年1月

雇用保険取扱状況
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平成28年度累計

　　　支給額　　
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雇用調整助成金（休業）　　　　
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　　　支給額　　

年　月

項　目

特定求職者雇用開発助成金

月末現在適用事業所数　　　　　　　　（所）

資格取得者数

資格喪失者数

▲ 83.3

▲ 94.7

離職票交付枚数　　　　　　　　　　　　 （枚）

うち短期特例者

2.5

6.0

584,553

30.6

定着手当

27 50 48.1

5,014,897 9,642,190 70.5

平成２９年度の雇用保険料率について 

仮に、法律案の内容が修正されずに国会で成立した場合、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの 

平成２９年１月３１日に雇用保険法等の一部改正法律案（雇用保険料率引き下げ等）が国会に提出されました。 

平成２９年度の雇用保険料率（法律案が国会で成立した場合） 

☆一般の事業    ①労働者負担分 3/1000  ②事業主負担分 6/1000   ①＋②雇用保険料   9/1000 

 ハローワークからのお知らせ 

雇用保険料率は下記のとおりとなります。 

☆農林水産・    ①労働者負担分 4/1000  ②事業主負担分 7/1000   ①＋②雇用保険料  11/1000 

 清酒製造の事業 

☆建設の事業    ①労働者負担分 4/1000  ②事業主負担分 8/1000   ①＋②雇用保険料  12/1000 

*法律案成立後は厚生労働省ホームページにて掲載予定。 

 


